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■ 計画の位置づけ、期間
障害者総合支援法第８８条第１項
児童福祉法第３３条の２０第１項

児童福祉法第３３条の２０第６項












■ 基本理念
１　障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援
　　障がい者等の支援の際には、自己決定の尊重と意思決定の支援に配慮します。
　 自立と社会参加実現のための相談支援を実施します。

２　市町村を基本として身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実施等
　　　障がい福祉サービスに関し、町を実施主体の基本とします。
　　　障がい種別によらず一元的なサービスの実施ができるよう、他機関と連携をし正確な情報提供に努めます。
３　入所等から地域生活への移行、地域生活継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備
　　　　地域移行等のサービス提供、地域生活継続、就労支援に対して他機関と連携を図りながら支援します。
　 
４　地域共生社会の実現に向けた取組
　　　　地域づくりに取り組むための仕組み作り、制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保を他機関と連携し体制整備に努めます。
５　障がい児の健やかな育成のための発達支援
　　　　北部地区障害者自立支援協議会と連携を図り、教育委員会等とも連携しながら、

早期療育について取り組みます。
　　　幼児期から切れ目のない支援を受けられるよう、教育分野と福祉分野の連携強化に努めます。

６　障がい福祉人材の確保
専門性を高めるための研修開催、外部研修への参加、他機関と連携が図れる体制構築、
障がい福祉現場の魅力についての周知、広報に努めます。

７　障がい者の社会参加を支える取組

　　　地域における社会参加を促進するため、多様なニーズの把握に努め、参加できる仕組み作りに努めます。文化芸術の鑑賞、創造、発表等の多様な活動に参加できるように地域活動支援センター等と連携し取り組みます。

第1節　令和３年度における成果目標
（ここでは、国から示された数値目標ではなく地域の実状に合わせた目標設定をしています。）　
１　施設入所者の地域生活への移行
施設入所者の重度化、高齢化に伴い、退所理由は主として入院、死亡となっています。そのため、今後も施設入所者から地域生活移行を見込むことはできません。
２　精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築
地域移行支援コーディネーターと情報共有をするとともに、保健・医療・福祉関
係者による協議を北部地区障害者自立支援協議会で行います。

３　障がい者の地域生活拠点の整備
障がい者の生活を地域全体で支えるサービス提供について既存のネットワーク
の活用、新たなネットワークを構築し、相談、緊急時の対応、体験の機会等障が
い者等からの要望に対応できるよう努めます。
４　福祉施設から一般就労への移行
   福祉施設から一般就労への移行者４名を目指します。また、一般就労者が継続で
きるように就労定着支援の利用も推進していきます。
５　障がい児通所支援等の地域支援体制の整備
　　　　家庭や学校等との連携のため保育所等訪問支援事業の利用を進めていきます。
 　　　また、医療的ケア児支援についての協議を、北部地区障害者自立支援協議会で行い、支援に関わる他機関との連携を図るよう努めます。
６　相談支援体制の充実・強化等
　　　　地域の相談支援の拠点として様々な障がいに応じた総合的、専門的な相談がで
　　　きる相談支援体制の充実、強化を図ります。
相談支援事業者への専門的指導、助言、相談機関との連携強化等については北
部地区障害者自立支援協議会で協議し進めていきます。
７　障害福祉サービス等の質の向上
　　　　サービスの質の向上を図るため、支援に関わる者が積極的に研修を受講するた　
　　　めの取り組みを北部地区障害者自立支援協議会と進めていきます。

第1節　令和３年度における活動指標

　訪問系サービス
１　サービスの種類
	サービス名
	サービス内容

	居宅介護
	自宅で入浴、排せつ、食事の介護等の支援

身体介護、家事援助、通院介助等

	重度訪問介護
	重度の肢体不自由であり常に介護が必要な人に自宅で入浴、排せつ、食事の介護、移動支援などの総合的な支援

	同行援護
	重度視覚障がい者(児)の移動支援として、外出時に同行し、移動に必要な情報や移動の援護等を支援

	行動援護
	自己判断能力が制限されている人が行動するときに危険を回避するための必要な外出支援

	重度障害者等

包括支援
	介護の必要性がとても高い人に対して居宅介護等複数のサービスを包括的に支援


２ サービス見込量（月間の見込量）

	計画期
区分・単位
	第5期実績
	第6期計画

	
	H30年度
	R元年度
	R2年度
	R3年度
	R4年度
	R5年度

	居宅介護
	利用時間
	131
	133
	112
	120
	130

	130

	
	利用者数
	13
	19
	11
	13
	13
	13

	重度訪問介護
	利用時間
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	利用者数
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	同行援護
	利用時間
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	利用者数
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	行動援護
	利用時間
	253
	122
	161
	130
	130
	130

	
	利用者数
	10
	9
	5
	9

	9
	9

	重度障害者等
包括支援
	利用時間
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	利用者数
	0
	0
	0
	0
	0
	0


※ 令和２年度については、10月までの実績を基に算出した月間の数値
３　サービス見込量確保のための施策 
飯綱町では、障がい福祉サービス事業所が少なく、担い手も十分ではないですが、住民参加型福祉サービス「有償たすけあいサービス」等、地域の様々な資源を適切に利用していただき、必要サービス量が見込めるように支援します。
※１「有償たすけあいサービス」
地域住民の皆さんの協力を得ながら、「お互いさま」の気持ちで支え、たすけあえる地域づくりを進める仕組みです。例えば、掃除、洗濯、庭の手入れ、ごみ出しなどを利用料1時間あたり500円で行うことが可能です。相談窓口は飯綱町社会福祉協議会（℡２５３－１００１）です。
　日中活動系サービス
１　サービスの種類
	サービス名
	サービス内容

	生活介護
	常に介護を必要とする人に、主に日中、入浴、排せつ、食事の介護等や創作活動または生産活動の機会の提供。

	自立訓練

(機能・生活訓練)
	自立した日常生活や社会生活ができるよう一定期間、身体機能や生活能力向上のための必要な訓練の実施。

	就労移行支援
	一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識や能力向上のために必要な訓練の実施。

	就労継続支援

(A型)
	就労に必要な知識や能力の向上により、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる65歳未満の者に対し、必要な支援等を実施。

	就労継続支援

(B型)
	一般企業等の雇用に結びつかない者や一定年齢に達している者であって、就労の機会等を通じ、生産活動に係る知識や能力の向上が期待される者に対し、必要な支援等を実施。

	短期入所
(福祉型・医療型)
	自宅で介護を行う人が病気の場合などに、短期間の施設入所による入浴、排せつ、食事の介護等を実施。

	療養介護
	医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護および日常生活上の援助。

	自立生活援助
	施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象に、定期的な巡回訪問や随時相談・助言を実施。

	就労定着支援
	就労に伴う生活面の課題に対応するため、事業所・家族との連絡調整等を実施。


２　サービス見込量（月間の見込量）
	計画期
区分・単位
	第5期実績
	第6期計画

	
	H30年度
	R元年度
	R2年度
	R3年度
	R4年度
	R5年度

	生活介護
	利用日数
	639
-
	614
	617
	600
	600
	600

	
	利用者数
	37
	33
	40
	35
	35
	35

	自立訓練
(機能訓練)
	利用日数
	0
	10
	0
	0
	0
	0

	
	利用者数
	0
	1
	0
	0
	0
	0

	自立訓練
(生活訓練)
	利用日数
	43
	41
	32
	40
	40
	40

	
	利用者数
	3
	3
	3
	3
	3
	3


	就労移行支援
	利用日数
	29
	26
	41
	60
	60
	60

	
	利用者数
	2
	2
	3
	3
	3
	3

	就労継続支援
(A型)
	利用日数
	48
	56
	79
	85
	85
	85

	
	利用者数
	2
	3
	4
	4
	4
	4

	就労継続支援
(B型)
	利用日数
	547
	553
	523
	508
	550
	550

	
	利用者数
	36
	36
	36
	36
	36
	36

	短期入所
(福祉型・医療型)
	利用日数
	12
	20
	25
	35
	35
	35

	
	利用者数
	3
	3
	4
	4
	4
	4

	療養介護
	利用者数位
	1
	1
	1
	1
	1
	1

	自立生活援助
	利用日数
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	利用者数
	0

	0
100
	0
	0

	0
100
	0

	就労定着支援
	利用者数
	0
	0
	1
	1
	2
	2


※ 令和２年度については、10月までの実績を基に算出した月間の数値
３　サービス見込量確保のための施策
第5期障がい福祉計画では、一般就労移行者は2名でした。今後も継続して就労へのニーズは高まってくると思われますので、就労移行事業所の情報提供、　
就労後の定着支援やその後のフォローを行えるように関係機関等と連携します。また、学校等卒業後新たに就労する者、離職者等へ切れ目のない支援ができる支援体制構築に取り組みます。
精神疾患等により引きこもりとなっている障がい者には、他機関等と連携し自立訓練等による生活支援を含めた支援を行います。


　居住系サービス
１　サービスの種類
	サービス名
	サービス内容

	共同生活援助

(グループホーム)
	地域において自立した日常生活を営む上で、援助が必要な者に対して、家事等の支援、日常生活における相談支援等実施。

	施設入所支援
	施設入所者に対し、日中活動や夜間等における入浴・排せつ・食事の介護等を実施。


２　サービス見込量（月間の見込量）
	計画期
区分・単位
	第5期実績
	第6期計画

	
	H30年度
	R元年度
	R2年度
	R3年度
	R4年度年度
	R5年度年度

	共同生活援助
	人
	24
	21
	22
	20
	20
	20

	施設入所支援
	人
	15
	14
	14
	13
	13
	13


※ 令和２年度については、10月までの実績を基に算出した月間の人数
３　サービス見込量確保のための施策

精神科入院者等からグループホーム等への地域移行を進めていきます。
また、自立に向けてグループホーム等の情報提供を行い、適切に利用で
きるように他機関等と連携を図り支援していきます。
　相談支援
１　相談支援概要
	サービス名
	サービス内容

	計画相談支援
	障がい者(児)の自立した生活を支え、障がい者(児)の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援を実施。

	地域移行支援
	障がい者支援施設等に入所している障がい者や精神科病棟に入院している障がい者に対し、入所等している段階から地域移行に向けた訪問相談や住居の確保等の支援を実施。

	地域定着支援
	地域移行をした居宅に単身等で生活する障がい者に対し、常時連絡体制をとり相談や支援を実施。


２　サービス見込量（月間の見込量）
	計画期
区分・単位
	第5期実績
	第6期計画

	
	H30年度
	R元年度
	R2年度
	R3年度
	R4年度
	R5年度

	計画相談支援
	人
	20
	22
	22
	29
	32
	32

	地域移行支援
	人
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	地域定着支援
	人
	0
	0
	0
	0
	0
	0


　※ 令和２年度については、10月までの実績を基に算出した月間の人数
　※ 地域移行支援、地域定着支援は年間を12で除して1か月間の人数を出しているため実績が0人となっていますが、実際は1～2名の利用者がいます。
３　サービス見込量確保のための施策
地域相談支援 (地域移行支援・地域定着支援) については、町に事業所がありませんので、利用希望者については町外の事業所を利用できるように調整していきます。
　障がい児支援

１　障がい児支援概要
	サービス名
	サービス内容

	児童発達支援
	日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他の必要な支援を実施。

	放課後等
デイサービス
	放課後または休日に、施設に通い、生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他の必要な支援を実施。

	保育所等訪問
	保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童との集団生活への適応のために専門的な支援その他必要な支援を実施。

	障がい児相談支援
	障がい児の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援を実施。

	居宅訪問型
児童発達支援
	重度の障がい等により外出が著しく困難な障がい児に対し、居宅を訪問して発達支援を実施。


２　サービス見込量（月間の見込量）
	計画期
区分・単位
	第5期実績
	第6期計画

	
	H30年度
	R元年度
	R2年度
	R3年度
	R4年度
	R5年度

	児童発達支援
	利用日数
	19
	18
	14
	13
	13
	13

	
	利用者数
	7
	7
	8
	6
	6
	6

	放課後等

デイサービス
	利用日数
	153
	161
	130
	153
	153
	160

	
	利用者数
	23
	27
	27
	31
	31
	33

	保育所等

訪問支援
	利用日数
	3
	2
	2
	2
	2
	2

	
	利用者数
	2
	2
	8
	2
	2
	2

	障がい児

相談支援
	利用者数
	7
	7
	7
	7
	7
	7

	居宅訪問型
児童発達支援
	利用者数
	0
	0
	0
	0
	0
	0


※ 令和２年度については、10月までの実績を基に算出した月間の人数
３　サービス見込量確保のための施策

　今後も、教育委員会等と連携しながら早期療育について努めていきます。

　地域生活支援事業

町は、障がい者がその有する能力および適性に応じて、自立した日常生活、社会生活を営むことができるように地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業を効率的・効果的に行い、障がい者の福祉の増進を図るとともに安心して暮らすことができる地域社会のために「飯綱町地域生活支援事業」を実施しています。

１　地域生活支援事業サービスの概要
	事業名
	サービス内容

	理解促進研修
・啓発事業
	地域住民に対して障がい者等に対する理解を深めるための研修・啓発事業を実施。

	自発的活動
支援事業
	障がい者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対して支援を実施。

	相談支援事業
	飯綱町に居住する障がい者、保護者等からの相談に応じ必要な情報提供や権利擁護のための援助を実施。

また、北部地区障害者自立支援協議会により、地域の相談支援体制や地域関係機関との連携強化を図るための障がい者福祉ネットワークの構築を実施。

	成年後見制度
利用支援事業
	成年後見制度の利用に要する費用のうち、障がい者の日常生活および社会生活を総合的に支援する法律施行規則第65条の10の2に定める費用の全部または一部を補助。

	意思疎通
支援事業
	聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある人に、手話通訳や要約筆記、点字等を行う者の派遣などを実施。

	日常生活用具
給付等事業
	重度障がい者等に対し、日常生活用具の給付をすることにより日常生活の便宜を図り、福祉の増進に資するため必要な用具の給付を実施。

	移動支援事業
	屋外での移動が困難な障がいのある人を対象に外出支援を行うことにより、地域での自立生活および社会参加を促すための移動支援サービスを実施。

	地域活動支援
センター
	障がい者等が通い、創作的活動または生産活動の提供、社会との交流の促進等の便宜を図る。

	訪問入浴サービス事業
	日常生活において常時介護を必要とし、自力で入浴することが困難な重度の障がい児者・難病患者等を対象に、移動入浴車を使用して入浴介助を実施。

	通園補助事業
	心身障害者等の施設に自力で通園する障害者又は保護者に対して通園に要する経費の一部を補助。

	その他の事業
	市町村の判断により、自立した日常生活または社会生活を営むために必要な事業を実施。


２　サービス見込量確保のための施策
(1) 理解促進研修・啓発事業
あいサポート研修は、各種団体、地域のサロン等や小中学校向けに継続していきます。
また、町の行事に障がい福祉関係者が参加していくという方法での啓発活動を実施していきます。
(2) 自発的活動支援事業
当事者団体やボランティアサークルを中心に啓発活動等を実施していきます。
(3) 相談支援事業

障がい者等が自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう障がい者、障がい児の保護者または介護者からの相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利擁護のために必要な援助を行います。
また、相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす定期的協議の場として「北部地区障害者自立支援協議会」により、円滑な事業運営を図ります。

相談支援事業については、指定相談支援事業所1箇所に業務委託し、自立支援協議会は、隣接する信濃町と協働で実施していきます。
(4) 成年後見制度利用支援事業
安心して自分らしい生活を送れるよう成年後見制度の周知を進めるとともに、必要に応じて市町村の申し立てによる成年後見制度の利用も実施します。
(5) 意思疎通支援事業
手話通訳者の派遣については、利用者のニーズにあった対応ができるよう充実を図ります。また、聴覚障がい者の社会参加促進のために、講演会等には要約筆記者や手話通訳者が派遣できるよう取り組んでいきます。
(6) 日常生活用具給付事業

重度障がい者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付することにより日常生活の便宜を図ります。また、住宅改修 (トイレを洋式に変更、手すりの設置) 等で住宅環境を整備し介護の軽減や障がい者の自立を図ります。
給付人数のほとんどがストーマ用装具利用者で、人数に関してはほぼ横ばいの傾向と見込んでいます。
(7） 移動支援事業

事業開始より利用実績に大きな変化はありません。今後も屋外での移動に困難がある方を対象に、地域での自立生活及び社会参加に繋がるように外出支援を実施します。
(8) 地域活動支援センター事業

令和２年度から平日は常時開所となりました。居場所作りの場、社会復帰のステップの場となるような活動を促進していきます。余暇活動や精神障がい者等の集まりのいこいの家は今後も継続します。併せて専門相談員による引きこもりを含めた相談支援の充実を図り、切れ目のない相談支援ができるように取り組んでいきます。
(9) 訪問入浴サービス事業
住民のニーズを反映し、平成２８年度より新規事業として実施しています。対象者は数名ですが、本人のニーズや家族の介護負担軽減のために継続して実施していきます。
　　（10）通園補助事業
住民のニーズを反映し、平成２９年度より新規事業として実施しています。福祉サービス事業所へ通園するための交通費の補助をしており、交通費負担軽減することで安心して通園できるように今後も継続していきます。
地域生活支援事業見込量

	計画期
サービス内容
	第5期実績
	第6期計画

	
	H30年度
	R元年度
	R2年度
	R3年度
	R4年度
	R5年度

	理解啓発研修・啓発事業
	実施の有無
	有
	有
	有
	有
	有
	有

	自発的活動支援事業
	実施の有無
	有
	有
	無
	有
	有
	有

	相談支援事業
相談支援事業
	

	
	障がい者相談支援事業
	実施箇所数
	1箇所
	1箇所
	1箇所
	1箇所
	1箇所
	1箇所

	
	
	基幹相談支援センターの設置
	0箇所
	0箇所
	0箇所
	0箇所
	0箇所
	0箇所

	
	市町村相談支援

機能強化事業
	実施の有無
	有
	有
	有
	有
	有
	有

	
	住宅入居等支援事業
	実施の有無
	無
	無
	無
	有
	無
	無

	成年後見制度利用支援事業
	実利用者数
	0人
	0人
	0人
	1人
	1人
	1人

	成年後見制度法人後見支援制度
	実施の有無
	無
	無
	無
	無
	無
	無

	意思疎通支援事業
	

	
	手話通訳者・

要約筆記者派遣業
	実利用件数
	44件
	36件
	10件
	25件
	25件
	25件

	
	手話通訳者設置事業
	実設置者数
	0人
	0人
	0人
	0人
	0人
	0人

	日常生活用具給付事業


	日常生活用具給付事業

	
	介護・訓練支援用具
	給付等件数
	1件
	0件
	1件
	1件
	1件
	1件

	
	自立生活支援用具
	給付等件数
	1件
	0件
	1件
	1件
	1件
	1件

	
	在宅療養等支援用具
	給付等件数
	7件
	5件
	5件
	3件
	3件
	3件

	
	情報・意志疎通支援用具
	給付等件数
	0件
	0件
	0件
	1件
	1件
	1件

	
	排泄管理支援用具
	給付等件数
	338件
	364件
	359件
	350件
	350件
	350件

	
	居住生活動作

補助用具(住宅改修)
	給付等件数
	0件
	0件
	0件
	0件
	0件
	0件

	手話奉仕員養成研修事業
	実養成講習

修了者数
	9人
	0人
	0人
	0人
	0人
	0人

	移動支援事業
	実利用者数
	23人
	21人
	16人
	21件
	21件
	21件

	
	延べ

利用時間数
	758
時間
	692
時間
	350.5
時間
	700
時間
	700
時間
	700
時間

	地域活動支援センター
	実施箇所数
	1箇所
	1箇所
	1箇所
	1箇所
	1箇所
	1箇所

	
	実利用者数
	20人
	18人
	23人
	25人
	25人
	25人

	訪問入浴支援事業
	実利用者数
	1人
	0人
	0人
	0人
	1人
	1人


※ 令和２年度実績は１０月までの実績を基に算出した月間の数値

PDCAサイクルのプロセス


PDCAサイクルのプロセスのイメージ
　










障がい福祉サービス事業所の状況
	法人名
	事業所名
	サービスの種類
	対象
	住所･電話･Fax

	社会福祉法人　
飯綱町社会福祉協議会
	飯綱町社会福祉協議会
（グループホームわが家内）
	居宅介護、移動支援、
行動援護、重度訪問介護、福祉有償運送
	身体・知的・精神・障がい児

	飯綱町大字倉井2907番地1

電話 026-253-8811
Fax 026-253-8818

	
	飯綱町デイサービスセンター

ふれあいの園
	生活介護
	身体・知的・精神
	飯綱町大字芋川181番地

電話 026-253-8510

Fax 026-253-2907

	
	むれデイサービスセンター
	生活介護
	身体・知的・精神
	飯綱町大字牟礼22243番地1
電話 026-253-7527
Fax 026-253-8911

	社会福祉法人 林檎の里
	あおぞら
	入所施設
	知的
	飯綱町大字芋川6013番地6

電話 026-253-1299

Fax 026-253-5122

	
	
	生活介護
	
	

	
	
	短期入所
	
	

	
	グループホーム

ひこうき雲
	共同生活援助

	知的

	飯綱町大字倉井1986番地2
電話 026-253-3540

Fax 026-253-3714

	
	グループホーム つばさ
	
	
	飯綱町大字普光寺296番地3

電話･Fax 026-253-4130

	
	グループホーム

ひまわり
	
	
	飯綱町大字芋川89番地5

電話･Fax 026-253-4825

	
	グループホーム

ふなくぼ
	
	
	飯綱町大字普光寺555番地

電話･Fax 026-253-3160

	
	飯綱町日中活動支援センター
	生活介護
	知的
	飯綱町大字普光寺296番地10
電話:026-219-2057
Fax:026-219-2058

	
	飯綱町地域活動支援センター
	地域活動支援センター
	身体・知的・精神
	飯綱町大字普光寺920番地

電話 026-253-7519

Fax: 026-217-1830

	
	相談室あおぞら
	相談支援
	身体・知的・精神・障がい児
	飯綱町大字普光寺920番地

電話 026-253-7519

　 Fax: 026-217-1830

	特定非営利活動法人　ＳＵＮ
	ＳＵＮ
	居宅介護、移動支援、
行動援護、重度訪問介護、
タイムケア、
福祉有償運送、
相談支援


	身体・知的・精神・障がい児
難病
	飯綱町大字赤塩2504番地
電話 026-253-0133

Fax 026-253-0166

	
	サラダスクウェア
	生活介護
	身体・知的・精神・難病
	飯綱町大字倉井1965番地2

電話 026-253-0036

Fax 026-253-0026

	
	おひさま
	児童発達支援
	障がい児
	飯綱町大字普光寺843番地
電話026-219-3567
Fax026-219-3568

	
	たいよう
	放課後等デイサービス
	障がい児
	飯綱町大字普光寺843番地

電話026-219-3567
Fax026-219-3568

	
	
	保育所等訪問
	
	

	
	たんぽぽ
	就労継続支援B型
	身体・知的・精神・難病
	飯綱町大字芋川181番地

電話･Fax 026-253-1455

	
	
	自立訓練
	
	


※ 飯綱町からの委託・指定管理事業を含みます
用語集

	用　　　語
	解　　　説

	あ行
	

	アスペルガー症候群
	自閉症の3つの特徴のうち「対人関係の障がい」と「パターン化した興味や活動」の2つの特徴を有し、言葉の発達の遅れがないというところが自閉症と違う。知的発達に遅れのある人はほとんどいない。「表情や身振り、声の抑揚、姿勢などが独特」「親しい友人関係を築けない」「慣習的な暗黙のルールが分からない」「会話で、冗談や比喩・皮肉が分からない」「興味の対象が独特で変わっている(特殊なものの収集癖があるなど)」といった特徴がある。このほかに身体の使い方がぎこちなく「不器用」な場合が多くみられる。


	一般就労
	一般に企業等への就職 (就労継続支援(A型)及び福祉向上を除く)、在宅就労および自らの起業をいう。


	インフォーマルサービス
	近隣や地域社会、ボランティア、非営利団体などの非公式な援助活動。

	ASD

(自閉症スペクトラム障がい)
	自閉症スペクトラム障がいには、自閉症、アスペルガー症候群、そのほかの広汎性発達障がいが含まれる。共通する典型的な特徴としては、「社会的な対人関係を築きにくい」「コミュニケーションがとりにくい」「こだわりが強い」という3つがあるが個人差がある。


	ADHD

(注意欠陥/多動性障がい)
	集中力が続かない、気が散りやすい、忘れっぽいなどの特徴がある。また、じっとしていることが苦手で、落ち着きがない(多動性)、思いついた行動について行ってもよいか考える前に行動してしまう(衝動性)などの特性もある。
ADHDは脳の働きによる特性で育て方やしつけによるものではなく、本人の努力が足りないためでもない。


	NPO
	営利を目的としない民間の団体のこと。ボランティア活動などの社会貢献活動を促進するため、平成10年3月、「特定非営利活動促進法」(NPO法)により法的に位置づけられた。


	か行
	

	グループホーム
	地域の中にある住宅等において、共同で生活する数人の障がい者に対して、世話人による食事提供、金銭管理などの日常的な生活援助を行う施設。


	計画相談支援・

障がい児相談支援
	サービス等利用計画についての相談および作成などの支援が必要と認められる場合に、障がい者(児)の自立した生活を支え、障がい者(児)の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援する。
平成24年度より障がい福祉サービスを利用する全ての人にサービス等利用計画が作成されるように整備された。サービス等利用計画は自身で作成(セルフプラン)しても、相談支援専門員に依頼してもよく、計画作成のための費用の自己負担はない。



	さ行
	

	自閉症
	目や耳から入ってきた情報を整理し､それらを意味のあるまとまったこととして認知することが難しくなってしまう脳の特性によって起こる発達障がい。親の育て方や環境が原因ではない。
①対人関係の障がい ②言葉とコミュニケーションの問題 ③拘り、興味の偏り、常同運動の3つが主な特徴がある。


	障害者基本法
	障がい者福祉施策の基本となる事項と国および地方公共団体の責務を規定したもので、障がい者施策の計画的な推進および自立と社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動への参加を促進することが盛り込まれている。国が障害者基本計画を策定し、都道府県および市町村もそれぞれ障がい者計画を策定することを義務付けている。


	障害者虐待防止法
	障がい者の虐待防止や養護者に対する支援等の関する施策を推進するため、平成２４年１０月１日に施行。
在宅・障害者福祉施設等・職場という３つの場面における虐待について、国民に通報義務を課するとともに、その対応体制を市町村・都道府県・労働関係行政の責務として明記している。
飯綱町では、保健福祉課が障害者虐待防止窓口を担っている。

	障害者差別解消法
	平成２８年４月１日に施行。
障がいのある人に「合理的配慮」を行うことなどを通じて「共生社会」の実現を目指している。
この法律では、公共団体や事業者に対して、正当な理由なく障がいを理由として差別することを禁止しており、障がい者より社会的バリアを取り除くための対応を求められた時は負担が重すぎない範囲で対応すること（事業者に対しては対応に努めること）を求めている。

	障害者総合支援法
	障がい者および障がい児が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、必要な障がい福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、障がい者および障がい児の福祉の増進を図り、障がいの有無にかかわらず相互に尊重し、安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的としている。

	自立支援協議会
	障がい者の相談支援事業の適切な運営および地域関係機関の連携強化のため設置された協議会。都道府県ごとにも設置されている。
飯綱町・信濃町の2町により北部地区障害者自立支援協議会を設置している。(別記)

	ストーマ用装具
	人工膀胱や人工肛門を造設した際、腹部に作られたストーマから排泄される「尿」もしくは「便」を貯留するための装具のことを言う。「尿路系」と「消化器系」で区分される。


	成年後見制度
	精神上の障がいによって判断能力が不十分な方の財産管理や身上監護を、本人に代わって法的に権限が与えられた法定代理人（成年後見人等）が行い、本人が安心して生活できるように本人を保護し、支援する制度。


	双極性障がい
	ハイテンションで活動的な躁状態と、憂うつで無気力なうつ状態をくり返す。躁状態になると、眠らなくても活発に活動する、自分が偉大な人間だと感じられる、買い物やギャンブルなどで散財するという行動が見られる。また、不機嫌で刺激に対して反応しやすく怒りやすくなることがある。躁状態ではとても気分がよく、本人は病気であることが自覚しにくいことが特徴にある。



	た行
	

	地域移行支援
	障がい者支援施設等および精神科病院に入所・入院して
いる障がい者に対して、住居の確保や障がい福祉サービスの体験利用・体験宿泊のサポートなど地域生活へ移行するための支援を行う。

	地域活動支援センター
	障害者自立支援法により法定化された地域生活支援事業のひとつで、障がい者に対して創作的活動、生産活動の機会の提供、社会との交流促進を進める拠点となるセンター。


	地域生活拠点
	地域生活支援の拠点等の整備に当たって求められる機能は次の通り。
・相談 (地域移行、親元からの自立など)
・体験の機会・場 (一人暮らし、グループホームなど)
・緊急時の受入れ・対応 (ショートステイの利便性・対応力向上など)
・専門性 (人材の確保・養成、連携など)
・地域の体制づくり (サービス拠点、コーディネーターの配置など)


	統合失調症
	10代から30代くらいまでの比較的若い年代で発症しやすい精神疾患。脳(神経)の動きが活発になりやすぎ、脳の様々な働きをまとめることが難しくなる状態から起こっていると考えられ、約100名に1人の割合で発症すると言われている。
幻覚(幻聴等含む)、妄想、意欲の低下等の症状が現れる。

	な行
	

	　長野圏域自立支援協議会連絡会議
	長野市・須高地域(須坂市･小布施町･高山村)・千曲･坂城地域(千曲市･坂城町)・北部地区(信濃町･飯綱町)の各自立支援協議会と小川村で構成し、調整会議を行っている。
各市町村で検討されている課題等を取りまとめ、長野県自立支援協議会に提言するパイプ役としての役割も担っている。

	難病
	対象疾患に罹患していることが分かる証明書をお持ちの方は、障害者手帳が無くても必要と認められた支援が受けられる。
　平成２９年４月施行の第３次対象疾病は、３５８疾病に拡大されている。

	ニーズ
(社会保障の)
	人間が社会生活を営むうえで欠くことのできない基本条件を持っていない状態の時に(社会保障の)ニーズがあると判断する。ニーズを把握することから援助に関わることとなる。(主観的な希望や要求とは区別される概念)



	日常生活用具
	在宅の重度障がい者等の日常生活の利便を図るため給付･貸与される用具の総称。特殊寝台、視覚障がい者用拡大読書器、聴覚障がい者用通信装置などがある。

	は行
	

	北部地区障害者

自立支援協議会
	飯綱町・信濃町(以下「北部地区」という。)に居住する障がい者・児(以下「障害者」という。)の相談支援事業の適切な運営および地域関係機関の連携強化等のため、北部地区障害者自立支援協議会(以下「協議会」という。)を設置する。
協議会は、以下の事業を行う。
(1) 委託相談支援事業者の運営評価等に関すること。
(2) 多様なニーズを有する援助困難事例等に関する協議および　サービス調整に関すること。

(3) 地域の社会資源の開発および改善に関すること。
(4) その他、障がい者福祉の推進のため必要な事業に関すること乳児期、幼児期、児童期、青年期、成人期、老年期など人が生まれてから死に至るまでの様々な過程における各段階。


	ら行
	

	ライフステージ
	乳児期、幼児期、児童期、青年期、成人期、老年期など人が生まれてから死に至るまでの様々な過程における各段階。



（参考文献）
「発達障害」かな？と思ったら… 監修：筑波大学人間系障害科学域准教授 塩川宏郷
精神障害者支援のための基礎的対応ガイドブック　長野県精神保健福祉センター
YAHOO！ヘルスケア　http://medical.yahoo.co.jp/
よこはま発達クリニック　http://www.ypdc.net/index.html
151疾病に拡大されます！（国作成周知用リーフレット）
厚生労働省HP　http://www.mhlw.go.jp/

飯綱町障がい者計画等策定委員会設置要綱

平成23年6月1日告示第49号

（設置）
第１条　障害者基本法（昭和45年５月21日法律第84号）第11条第３項の規定による飯綱町障がい者計画及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律123号）第88条第１項の規定による飯綱町障がい福祉計画及び児童福祉法（昭和２２年法律第164号）第33条の20第1項の規定による障がい児福祉計画を策定するにあたり、障がい者及び障がい児をはじめ幅広い関係者の意見を反映させるため、飯綱町障がい者計画等策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。
（任務）
第２条　委員会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。
(１)　計画の策定に関すること。
(２)　計画に対する実績の確認・評価に関すること。
(３)　その他町長が必要と認める事項に関すること。
（組織）
第３条　委員会の委員は10人以内とし、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。
(１)　民生児童委員
(２)　社会福祉関係団体
(３)　障害者団体
(４)　識見を有する者
(５)　その他町長が必要と認めた者
（任期）
第４条　委員の任期は、飯綱町障がい者計画及び障がい児福祉計画並びに飯綱町障がい福祉計画策定開始の日から計画期間終了の日までとする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
（委員長及び副委員長）
第５条　委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、それぞれ委員の互選によりこれを定める。
２　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。
３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。
（会議）
第６条　委員会は、委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。
２　委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
３　会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（意見の聴取等）
第７条　委員会において必要があると認めるときは、関係者等に資料の提出又は委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。
（庶務）
第８条　委員会の庶務は、保健福祉課が行う。
（報償）
第９条　委員の報償は、飯綱町特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例（平成17年飯綱町条例第31号）第１条を準用する。
（補則）
第10条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会において定める。
附　則
この告示は、公布の日から施行する。
附　則（平成24年２月２日告示第６号）
この告示は、公布の日から施行する。
附　則（平成24年12月４日告示第74号）
この告示は、平成25年４月１日から施行する。
附　則
この告示は、公布から施行し、平成27年１月１日から適用する。
飯綱町障がい者計画等策定委員名簿
(敬称略)
	氏　　　名
	選出母体等
	備　　　考

	仲俣　晴雄
	障がい者団体
	飯綱町身体障害者福祉協会　会長
北部地区障害者自立支援協議会委員

	羽入田　三郎
	障がい者団体
	飯綱町手をつなぐ育成会　会長
北部地区障害者自立支援協議会委員

	丸山　志津子
	飯綱町民生児童委員会
	飯綱町民生児童委員協議会　委員

	小林　浩道
	識見を有する者
	飯綱町公民館長

	仲俣　志な
	識見を有する者
	飯綱町ボランティア連絡協議会

	長崎　きし子
	識見を有する者
	飯綱女性会議

	北尾　優子
	識見を有する者
	特別非営利活動法人ＳＵＮ
北部地区障害者自立支援協議会委員

	相澤　浩幸
	社会福祉関係団体
	社会福祉法人　飯綱町社会福祉協議会　事務局長
北部地区障害者自立支援協議会委員




第１章　計画の位置づけ、期間、基本理念








市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。





市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画という。）を定めるものとする。





市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８８条第１項に規定する市町村障害福祉計画と一体のもととして作成することができる。





第２次飯綱町総合計画





子ども・子育て支援事業計画、人権、男女共同参画、防災、総合戦略など





第4期　飯綱町地域福祉計画


（令和３年度～令和7年度）





連携





飯綱町社会福祉協議会


第3期　飯綱町


地域福祉活動計画





連携


協働








第3期　飯綱町障がい者計画


（平成３0年度～令和５年度）





障害者基本法





長野県


障がい者計画


障がい者プラン





第６期　飯綱町障がい福祉計画


第２期　飯綱町障がい児福祉計画


（令和３年度～令和５年度）





障害者総合支援法





児童福祉法





第２章　提供体制の確保に係る目標








第３章　障がい福祉サービスの見込量とその施策














第４章　障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の


達成状況の点検および評価








〇 目標値およびサービスの見込み量については、少なくとも1年に1回その実績を把握し、障がい者施策や関連施策の動向も踏まえながら、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の中間評価として分析・評価を行い、必要があると認められるときは、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の変更や事業の見直し等の措置を講じるものとします。








計画（Plan）








■ 「基本指針」に即して目標値およびサービス見込み量を設定するとともに、その確保施策等を定める。








改善（Aｃｔ）








■ 中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の変更や事業の見直し等を実施する。








実行（Do）








■ 計画の内容を踏まえ事業を実施する。








評価（Check）








■ 目標値やサービス見込み量については、少なくとも1年に1回その実績を把握し、障がい者施策や関連施策の動向も踏まえながら、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の中間評価として分析・評価を行う。


■ 中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、その結果について公表することが望ましい。








第５章　資料編











第６期  飯綱町障がい福祉計画


第２期　飯綱町障がい児福祉計画





発　行　日 ： 令和3年3月





編集・発行 ： 飯綱町保健福祉課
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長野県上水内郡飯綱町大字牟礼2795番地1


TEL：026-253-2511 (代)


026-253-4764 (直通)


FAX：026-253-6887
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